
1

正 誤

商工業事業継続力強化計画策定支援事業委託業務仕様書

３ 業務内容

（１）事業継続力強化計画策定講座の実施

ア 対象事業者

商工業者（製造業及び卸・小売業）

受講事業者数目標（※１）

・高知市会場：講座１回あたり 30 事業者

・高知市以外の会場：講座１回あたり 15 事業者

（※１）申込者数が目標数を下回る場合は、他業種の事業者の参加も可能とする。

この場合の参加事業者について、事前に県と協議すること。）

イ 講座内容

（ア）講座内容は、次のとおりとする。

・事業継続力強化計画の必要性・重要性

・事業継続力強化計画策定のポイント

・事業継続力強化計画の具体的な策定手法

・その他、事業継続力強化計画の策定に必要な内容

（イ）講座の実施に当たっては、次の点について工夫するものとする。

・国が定めている策定の手引き等をもとに講師が分かりやすく解説する。

・本県企業の特性に応じた記入例等を盛り込み、受講者がより理解しやすく、効果的な策定に寄与

する内容とする。

・動画視聴やワーク等の適切な手法を交え、受講者が自社の事業継続力強化計画を策定することが

できる実践的な講座内容とする。

・講座終了後、実際に国へ認定申請できるレベルを目指すものとする。

（ウ）令和６年能登半島地震を踏まえて、同地震がもたらした被害の特徴や、被災企業の復旧事例を分

析し、講座内容に反映させること。
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（エ）令和６年能登半島地震を踏まえて、同地震がもたらした被害の特徴や、被災企業の復旧事例を分

析し、講座内容に反映させること。


